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9月中国主要経済指標や物価等の動向
小売売上高は改善 生産者物価の上昇続く

 9月の工業生産と固定資産投資の伸び率は8月より鈍化。一方、小売売上高は拡大。
 9月の都市部の失業率は4.9％と、2018年12月以来の低水準に。
 9月の生産者物価は前年同月比10.7％上昇と過去最大に。一方、消費者物価の上昇率は4ヵ月連続縮
小。企業のコスト増加分の製品価格への転嫁は遅れ気味。
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（1）工業生産や固定資産投資の減速続く
• 中国国家統計局が10月18日発表した9月の主要経済
指標（工業生産、小売売上高、固定資産投資）の伸び
率は、工業生産と固定資産投資が8月より鈍化する一
方、小売売上高は拡大しました（図表1）。

• 工業生産は前年同月比3.1％増と、伸び率は8月の同
5.3％増から鈍化し、2020年3月以来の低い水準とな
りました。企業の省力化投資の一巡等からロボットが
同19.5％増と8月の同57.4％増から大きく減速した他、
中国政府の融資規制強化による不動産投資の縮小で粗
鋼が同21.2％減と8月に比べて減少幅が拡大しました。
小売売上高は同4.4％増と、8月の同2.5％から拡大し
ました。7～8月の新型コロナウイルスの感染再拡大
を受けた繰延需要に支えられました。工場やマンショ
ンの建設等を示す固定資産投資は前年同期比7.3％増
と、投資全体の約6割を占める民間投資の減少等によ
り、8月の同8.9％増から鈍化しました（図表1）。

（2）中国都市部の失業率は5.0％を下回る
• 中国国家統計局が10月18日発表した9月の都市部の
失業率は4.9％と、8月から0.2％改善し、2018年12
月以来の低水準となりました（図表2）。尚、1～9月
の都市部の新規雇用者数は1,045万人と、前年同期よ
り147万人増加しましたが、コロナ禍前の2019年1
～9月に比べると52万人下回っています。

（3）生産者物価の上昇率は過去最大に
• 中国国家統計局が10月14日発表した9月の生産者物
価は前年同月比10.7%上昇し、1996年10月の統計開
始以来最も高い伸びを記録しました。資源価格の高騰
に加え、国内の電力不足で鉄鋼等素材の生産が停滞し
価格が上昇したこと等が影響しているものと思われま
す。一方、9月の消費者物価は同0.7%上昇と8月より
0.1％鈍化しました。生産者物価の上昇傾向が続く中、
消費者物価は4ヵ月連続で低下しました（図表3）。
家計の買い控えの動き等を警戒し、企業の生産コスト
増加分の製品価格への転嫁は遅れ気味となっているよ
うです。

図表1： 主要経済指標（伸び率）の動向

※前年同月比、固定資産投資関連データは前年同期比

図表2：失業率（都市部）の推移

図表3：物価の動向
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